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令和７年４月 17日 

 

練馬区立石神井町さくら保育園・東大泉第二保育園運営業務委託事業者募集要項 

 

 練馬区では、区政改革計画・練馬区公共施設等総合管理計画に基づいて、保護者の多様なニー

ズに応えてサービスを充実するため、区立保育園の運営業務委託を計画的に進め、これまでに区

立保育園 59園中 31園を委託しています。今後も４年で８園の委託を推進する予定です。 

 このたび、練馬区立石神井町さくら保育園および東大泉第二保育園の運営業務について、令和

９年度から担っていただく事業者を募集します。 

 練馬区立石神井町さくら保育園および東大泉第二保育園の保育理念、保育目標、行事等を継承

することを基本に、保育園児および保護者の視点に立って、民間のスキルを活かし、効率的で質

の高いサービスを提供することのできる事業者を選定するために、プロポーザル方式で実施しま

す。 

 

Ⅰ 募集内容 

１ 応募資格 

  ⑴ 東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県で０歳から５歳までの認可保育所または認定こども

園を運営している法人。 

  ⑵ 東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県に法人本部または支部を設置している法人。 

   ※ 応募時点で⑵を満たしていない法人については、本委託開始までに上記地域に本部ま

たは支部を設置することを条件に、本プロポーザルに参加できることとする。 

 

２ 欠格条項 

つぎのいずれかに該当する場合は、本件プロポーザルに参加できません。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４第１項（同令第 167条の 11第 

１項において準用する場合を含む）の規定に該当する者。 

⑵ 提案書提出時において、「練馬区競争入札参加有資格者指名停止基準」（昭和 61年４月１ 

日練総契発第 394号）による指名停止期間中である者。 

⑶ 団体の役員または構成員が「練馬区契約における暴力団等排除措置要綱」（平成 22年８ 

月２日 22練総経第 335号）の別表に掲げる措置要件のいずれかに該当する者。 

⑷ 法人の場合は、法人事業税（地方法人特別税を含む）、法人税、消費税および地方消費税 

を、または代表者が所得税、消費税および地方消費税を滞納している者。 

⑸ 経営不振の状態（会社更生法（平成 14年法律第 154号）第 17条第１項に基づき更生手 

   続開始の申立てをしたとき、民事再生法（平成 11年法律第 225号）第 21条第 1項に基づ 

   き再生手続開始の申立てをしたとき、手形または小切手が不渡りになったとき等。ただ 

し、区が経営不振の状況を脱したと認めた場合は除く。）にある者。 

 

３ 募集する保育園・所在地 

⑴ 練馬区立石神井町さくら保育園   練馬区石神井町七丁目 25番 45号 

⑵ 練馬区立東大泉第二保育園     練馬区東大泉七丁目 20番１号 

      

４ 応募の方法等 

⑴ 応募の方法 

応募を希望する事業者は、「参加表明書」を含む提出書類を以下のとおり提出してくださ

い。 

① 受付期間 令和７年４月 17日（木）から同年５月 23日（金）まで 

土曜、日曜、祝日を除く午前９時から午後５時まで 
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② 受付場所 こども家庭部保育計画調整課調整担当係（練馬区役所本庁舎 11階） 

〒176-8501 東京都練馬区豊玉北六丁目 12番１号 

ＴＥＬ ０３－５９８４－４５１２（直通） 

Ｅ－mail  HOIKUKEIKAKU@city.nerima.tokyo.jp 

 

③ 提出方法 受付場所に持参または郵送（上記期日必着） 

 ※ 一部書類については、データで提出してください。 

 ※ 書類を郵送された場合は、メールもしくはお電話にてご連絡をお願いいたします。 

④ 提出書類 「Ⅳ提出書類および必要部数」（Ｐ10～13）を参照してください。 

※ 令和７年５月８日（木）までに「１ 参加表明に関する書類」および「２ 経営診

断に関する書類」を提出してください。 

※ 後述の★の文書（「練馬区立保育園の保育水準」、「練馬区障害児保育実施要綱」、「練 

馬区職員配置基準」）および経費の見積りに係る資料については、参加表明書を提出し 

た事業者に配付いたします。 

⑵ 参加の辞退 

参加表明に関する書類の提出後に参加を辞退する場合は、「辞退届」【様式７】を提出して 

ください。 

⑶ 園見学（事前予約制・人数制限あり）※ 出席は任意とします。 

① 日時 令和７年４月 27日（日）※ 時間は区で指定させていただきます。 

② 場所 練馬区立石神井町さくら保育園    練馬区石神井町七丁目 25番 45号 

練馬区立東大泉第二保育園      練馬区東大泉七丁目 20番１号 

③ 予約方法 令和７年４月 24日(木)までに下記フォームにてお申込みください。 

  園見学会申込み用 URL【 https://logoform.jp/form/G2rU/962486 】 

    ※ 両園にご参加いただくことも可能です。 

  ⑷ 質問の受付および回答 

① 質問資格者 

応募予定事業者 

令和７年５月８日（木）以降は、参加表明に関する書類等を提出した事業者に限り 

    ます。 

② 質問方法 

応募に関する質問がある場合は、１事業者につき担当者１名でお願いします。 

要旨を簡潔にまとめ、下記フォームに入力してください。電話での問合せはご遠慮くだ 

さい。 

質問入力用 URL【 https://logoform.jp/form/G2rU/962445 】 

③  質問期間 

令和７年４月 17日（木）から同年５月 13日（火）の午後５時まで 

    ※ 質問期間を過ぎた質問は受け付けできません。 

④ 回答方法 

質問のあった事業者に、随時個別に回答した後、参加表明書を提出したすべての事業 

者に令和７年５月 15日（木）以降に一括して回答いたします。 

⑸ 追加書類の提出 

            区が必要と認める場合には、追加書類の提出を求めることがあります。 

    ⑹ 費用負担 

            応募に必要な費用は、応募事業者の負担となります。 

    ⑺ 申込書類等の取扱い 

       提出された書類等については、別紙「プロポーザル方式による事業者選定情報に係る情 

報公開基準(平成 25年３月 13日付)」（以下、「情報公開基準」という。）に基づき情報公開 

の対象文書とします。 
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    ⑻ 資料の取扱い 

       区が提供する資料は、応募に関する検討以外での使用を禁じます。また、この検討の目 

的の範囲であっても、区の了承を得ることなく、第三者に対してこれを使用したり、内容 

を提示したりすることを禁じます。 

⑼ 選定に関する制限 

併願は可能ですが、選定はいずれか一つの園となります。併願の際は、参加表明書に第 

一希望・第二希望についてご記入ください。なお、希望順については選定の参考とさせて 

いただきますが、必ずしもご希望に添えるとは限りません。 

 

Ⅱ 委託する運営業務の内容 

１ 募集施設の概要 

 

 【練馬区立石神井町さくら保育園】 

⑴ 所在地   練馬区石神井町七丁目 25番 45号 

⑵ 施設概要 延床面積 850.51㎡ 

構  造 鉄筋２階建 単独施設 

開設年月 昭和 38年５月（平成 11年度改修） 

 

⑶ 年齢別入所定員 

 

 

 

 

⑷ 基本開園日 月曜日から土曜日まで（祝日、年末年始（12月 29日から１月３日）を除く） 

⑸ 基本保育時間  

11時間（午前７時 30分から午後６時 30分まで） 

 

【練馬区立東大泉第二保育園】 

⑴ 所在地   練馬区東大泉七丁目 20番１号 

⑵ 施設概要 延床面積 1167.16㎡ 

構  造 鉄筋 2階建 東大泉児童館、東大泉児童館学童クラブ・第二学童 

           クラブ、東大泉敬老館 併設 

開設年月 昭和 51年２月（平成 19年度改築） 

 

⑶ 年齢別入所定員 

  

  

  

  

⑷ 基本開園日 月曜日から土曜日まで（祝日、年末年始（12月 29日から１月３日）を除く） 

⑸ 基本保育時間  

11時間（午前７時 30分から午後６時 30分まで） 

 

２ 運営業務委託期間 

   令和９年４月１日から令和 14年３月 31日まで（５年間） 

  ※ 運営が適切に行われている場合は２回まで更新可。 

 

 

 

  

０歳児 
１歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

100日以上 ８か月以上 

４名 ８名 ２１名 ２２名 ２３名 ２４名 ２４名 １２６名 

０歳児 
１歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

100日以上 ８か月以上 

６名 ６名 １９名 ２２名 ２５名 ２５名 ２５名 １２８名 
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３ 主な業務内容 

⑴ 運営内容は、区立保育園の運営業務とする。 

⑵ つぎの特別保育事業を実施すること。 

① 延長保育 ※ 満１歳以上。 

ア 午前７時から午前７時 30分まで 

イ 午後６時 30分から午後８時 30分まで 

ウ 継続利用者の定員は設けない。 

エ 延長保育スポット利用制度を設けること。利用枠は区の指定する人数とすること。 

    ② 休日保育 ※ 委託開始時、休日保育の実施無し。 

今後の区の休日保育の状況により、実施に向けて区と協議すること。 

③ 年末保育 

12月 29日、30日の午前７時 30分から午後６時 30分まで、区内を５地区に分けて、 

１地区２園ずつローテーションにより、各園３年に１回程度実施すること。定員は事前 

申込制で 30 名（ただし、満１歳以上）。区の指示により実施すること。 

④ 短期特例保育 

保護者の疾病等により短期に保育を必要とする児童の保育を実施すること（定員に欠 

員がある場合に児童 1名まで）。 

⑤ 地域への子育て支援 

  地域の区民に対する子育て相談、ふれあい給食等を年間の計画に基づき実施すること。 

⑥ 家庭的保育事業者等との連携 

家庭的保育事業者等と連携し、保育内容の支援、代替保育の提供等を行うこと。 

 ⑶ 障害児保育の実施 

障害児を受け入れ、統合保育を行うこと。障害児保育を実施するにあたっては、障害児 

保育に関する区の指導に従うとともに、研修を実施するなど、事業者として障害児保育を 

支援する体制をつくること。 

⑷ 食事の提供 ※ ⑤については委託開始時実施無し。 

① 保育園運営業務のうち調理業務は、受託者の直営かつ園内調理とし、離乳食、乳幼児 

 食を提供すること。延長保育を行う児童には、補食または夕食を提供すること。 

② 献立は、原則として区が作成した統一献立に基づくこと。ただし、延長保育における 

 夕食の献立は、受託者が作成すること。 

③ 食材の調達は、受託者が行うものとするが、調達先については、原則として区内業者 

 とすること。なお、食材は、基本的には国産で、不必要な食品添加物、着色料、遺伝子 

組み換え食品および、これを原材料としたことが明らかな食品は使用せず、安全な食事 

を提供すること。 

④ アレルギー対応食は、区、保護者、受託者の栄養士ほか関係職員と協議を行い、医師 

 の診断による指示書に基づいて受託者が調理を行うこと。 

⑤ 区の指定する家庭的保育事業者へ食事を提供すること。提供する食事は、調理・盛り 

 付け等を行い、区の指示する方法により、引き渡しを行うこと。 

⑸ ＩＣＴによる運営 

区が指定する業務（登降園管理・園からのお知らせ・連絡帳・健康の記録・指導計画作 

   成等）について、区と協議の上で、保育業務支援システムにより運営管理すること。 

⑹ 秘密の保持 

運営業務に当たって知り得た情報を、法令等に基づき開示する場合を除き、第三者に開 

   示してはならない。なお、契約期間が終了または解除された後も同様とする。 

⑺ 個人情報の保護 

運営業務委託の履行にあたっては、個人の権利利益を侵害することのないよう個人情報 

   を適正に取り扱うこと。 

⑻ 情報の公開 

練馬区情報公開条例および練馬区情報公開条例施行規則を遵守し、公正で開かれた保育 

   園運営を図ること。 



5 

⑼ 非常災害への対応 

練馬区災害対策条例および練馬区地域防災計画を遵守し、練馬区の区域において災害が 

   発生した場合、もしくは災害が発生するおそれがある場合、または警戒宣言が発せられた 

場合は区の指示に従うこと。 

⑽ 利用者等の人権への配慮 

利用者等の人権に配慮して運営業務を遂行すること。また、職員が基本的人権について 

   正しい認識をもって業務を遂行できるようにするため、適切な研修を実施すること。 

⑾ 環境配慮 

環境負荷の低減を図る等、環境の保全に努めるとともに、関連法令等を遵守すること。 

 ⑿ 職員の勤務条件等における法令遵守 

職員の採用選考および勤務条件等について、労働基準法、労働安全衛生法等の関係法令 

   を遵守すること。 

  ⒀ 保育サービスの維持向上および苦情対応 

    保育園における保育サービスの維持向上に努めること。また、利用者等からの苦情に迅 

   速かつ適切に対応するために必要な規定および体制を整え、公正な解決を図ること。 

なお、必要に応じて区に報告し、協力して解決を図ること。 

  ⒁ 運営業務の引継ぎ 

    契約期間が満了するとき、または契約の解除が行われるときは、区または区が指定する 

   者に対して運営業務、書類等を適切に引き継ぐこと。 

  ⒂ 権利の譲渡等および一括再委託の禁止 

    運営業務の権利または義務を第三者に譲渡し、承継させ、または担保の目的に供するこ 

   とができない。ただし、区の承諾を得たときは、この限りではない。 

    また、運営業務の履行の全部または主要な部分を一括して第三者に委託してはならない。 

ただし、緊急そのほか真にやむを得ない事情により再委託する必要が認められた場合はこ 

の限りではない。 

  ⒃ 保育園運営委員会 

    区と連携し、受託者、保護者および区の三者で構成する「保育園運営委員会」を設置す 

   ること。開催後は、議事録を作成し、保護者に配付すること。 

⒄ 職員研修 

    職員に対する研修実施に努めること。区が主催する保育専門研修等に職員を参加させる 

   こと。また、研修内容を園内で共有すること。 

  ⒅ 園長連絡会等への出席 

    区が主催する園長連絡会等へ、該当職員を出席させること。 

  ⒆ 第三者評価・モニタリング・経営診断等への協力 

    区が実施する「東京都福祉サービス第三者評価」、「モニタリング(事業評価)」、「経営診

断」および調査等に協力すること。 

  ⒇ 法令等の遵守 

    運営にあたっては、関連する法令および指針等に従うこと。 

① 児童福祉法、児童福祉施設最低基準等関係法令 

② 東京都保育所設置認可の基準 

③ 保育所保育指針（平成 29年厚生労働省告示第 117号） 

④ 練馬区立保育園の保育水準 ★ 

⑤ 練馬区障害児保育実施要綱 ★  

⑥ その他保育園運営業務に伴う関連法規 
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４ 運営にあたっての特記事項 

⑴ 保育の継承 

原則として、現行の練馬区立石神井町さくら保育園および東大泉第二保育園の保育理

念、保育目標、行事等を継承すること。その上で新たなサービスの導入や内容の変更を行

う際には、事前に区の同意を得た上で、保護者の理解を得ること。また、保護者や地域と

の連携を密にし、全体的な計画および個別の指導計画のもとに、園児を保育すること。 

  ⑵ 保育の安定性と継続性の確保 

保育園の運営にあたっては、練馬区立の既存認可保育園の運営業務委託という契約の性 

   格に鑑み、保育の安定性と継続性を確保することが極めて重要である。そのため、区は契 

約期間を５年としている。受託者はその趣旨を十分理解し、安定的な事業運営および職員 

の育成を行うとともに、将来を見据えた保育サービスの充実に務めること。 

  ⑶ 練馬区との連携 

受託者が、円滑に運営業務を行うために、定期的に区職員が運営支援する。その上で、 

   常に区との連携を密にして運営にあたること。また、他の練馬区立保育園との連携も重視 

し、運営にあたること。 

 ⑷ 事業の見直し 

保育需要や社会情勢の変化等により区の計画に変更が生じた際には、委託内容の見直し 

について区の協議に応じること。 

※ 区の計画については、９その他の【参考】（Ｐ８・９）をご確認ください。 

       

５ 職員配置等 

  ⑴ 職員配置 

① 常勤職員 １日７時間 45分、週 38時間 45分勤務の職員。 

必ず専任とし、他の施設と兼務しないものとすること。 

次の表の職員配置以上の配置をすること。 

                           （「練馬区職員配置基準」★） 

   【石神井町さくら保育園】 

園 長 保育士 看護師 栄養士 調 理 用 務 合計 

１人 24人 1人 １人 ３人 １人  31人 

 

【東大泉第二保育園】  

園 長 保育士 看護師 栄養士 調 理 用 務 合計 

１人 24人 1人 １人 ３人 １人  31人 

※ 上記保育士数には、「練馬区職員配置基準」に基づき、延長保育実施による配置、 

障害児保育実施による配置を含む。 

 

  ② 非常勤職員および臨時職員 

朝夕保育や延長保育等に対応するため、利用児童数に応じた必要数を配置すること。 

 

  ⑵ 職種別 

   ① 園長 

      保育士登録済みで、園長、副園長に準じた経験を有する者とし、認可保育所での保育

実務経験を 12年以上有する者とすること。 

② 副園長 

副園長またはクラスリーダーに準じた経験を有する者とし、保育実務経験を８年以上 

または同等の経歴、識見、能力を有する者とすること。 

      ③ 各クラスリーダー級の保育士 

保育実務経験を６年以上または同等の経歴、識見、能力を有する者とすること。 
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   ④ 常勤保育士の各クラスの配置 

年齢別定員に対する配置基準と同等またはそれ以上の配置を行うこと。また、常勤保 

育士のうち保育等の実務経験が２年以下の保育士の割合を 30％以内とすること。また、 

障害児保育の経験のある保育士を３名以上配置すること。 

   ⑤ 看護師または保健師 

     保育施設等での実務経験がある者を配置すること。 

⑥ 栄養士 

  集団給食の実務経験があり、アレルギー対応の経験と離乳食提供の経験を有する者を 

配置すること。 

⑦ 調理 

  集団給食の実務経験のある者を１名以上配置すること。 

⑶ 留意事項 

① 職員の採用にあたっては、練馬区民の雇用に努めること。 

② 職員の雇用にあたっては、継続性に配慮すること。特に準備委託から本委託開始まで 

 の期間は、十分に配慮すること。 

③ 可能な限り、現在、園に勤務する会計年度任用職員の雇用に努めること。 

④ 職員の配置にあたっては、在籍園児との関係に配慮し、原則として年度途中での交代 

 は行わないこと。 

⑤ 委託園に配置する常勤職員は、事業者の運営する他園の常勤職員と同等の待遇を確保 

 すること。 

⑥ 職員配置の全部または一部を第三者に委託しないこと。 

 

６ 引継ぎ業務（準備委託） 

  ⑴ 引継ぎ期間 

     令和８年４月１日から令和９年３月 31日まで 

  ⑵ 引継ぎの日程および内容 

     別紙「引継ぎ概要」を参照すること。 

  ⑶ 引継ぎ期間中の職員配置  

※ 配置日数には、園外打合せ・研修等を含む。 

   ① 園長・副園長・クラスリーダー 

     令和８年４月から週に２回程度配置し、令和９年１月からは月 20日程度配置すること。 

② その他の保育士 

     令和９年１月から段階的に配置し、令和９年２月からは月 20日程度配置すること。 

ただし、新卒者および転職者の配置については、別途、区と協議すること。 

③  看護師、栄養士、調理 

令和９年１月から月 20日程度配置すること。 

④ 用務 

令和９年２月から月 20日程度配置すること。 

  ⑷ 事前準備 

     園長以下の配置職員は、各職員の準備委託配置期日までに、健康診断や研修等の十分な 

   事前準備を行うこと。 

  ⑸ 新入園児面接および健康診断 

準備委託期間中における、次年度新入園児の面接および健康診断は、区と協議の上、受 

   託者が主体となって行うこと。 

 

 

 

 

 

 



8 

７ 保育園運営における練馬区と受託者の費用負担区分等 

 ⑴ 練馬区区分 

園舎清掃（日常清掃を除く）・害虫駆除・樹木剪定、非常通報装置・消防用設備・給食用 

リフトの保守点検、区が所有する物品の修理修繕費用、保育園園医および保育園歯科医の 

報酬（選定含む）、光熱水費、日本スポーツ振興センター掛金、区に属する物品の廃棄処理 

（実施の判断を含む）手数料等。 

  ⑵ 受託者区分 

① 園職員細菌検査費用 

② 保育用物品および消耗品、机椅子等の什器類、厨房備品は配置済みのものを使用し、 

今後使用する保育用消耗品およびその他の消耗品類 

③ 区と協議の上で、パソコン類、絵画等、その他受託者が独自の判断で必要とするもの、 

またその修理・修繕 

    ※ 契約期間の満了などで契約が終了したときは、委託業務に係る物品等については、 

受託者は区に無償で譲渡するものとする。 

  

８ 運営業務委託料 

  ⑴ 支払  

委託料は、練馬区保育所扶助要綱および練馬区私立保育所援護費支給要綱等に基づき、 

   区内私立保育園の運営に対して交付される補助金額等を目安に、四半期ごとに支払う。 

   また、引継ぎ業務（準備委託）委託料についても別途委託契約締結の上、四半期ごとに支 

払う。 

  ⑵ 区分 

人件費、運営費、および法人事務管理費に区分すること。法人事務管理費は、法人本部 

   の人件費、管理費および事務費等、法人運営に要する経費とし、人件費および運営費の合 

計の原則、５％以内とする。ただし、株式会社については 10％以内とする。 

  ⑶ 精算 

受託者は、年度終了後、執行状況を明記した精算報告書および事業報告書を区に提出す 

   ること。また、人件費および運営費に残金が生じたときには、区に返納すること。 

  ⑷ その他 

区は、受託者に対し必要に応じて、年度途中に該当年度の委託料の執行見込を報告さ 

せ、その結果、精算金の発生が見込まれる場合には、協議の上で、支払額を減額すること 

が出来るものとする。 

 委託期間中の委託料について、国や都の動向に応じて区が必要と認めた場合、別途協議 

できるものとする。 

 

９ その他 

  ⑴ 運営業務委託(準備委託を含む)の履行等に当たって必要なことは、区と協議すること。 

  ⑵ 区立保育園の委託化・民営化計画を理解した上で応募すること。 

  

【参考】 

 

区政改革計画（平成 28年 10月）（抜粋） 

 保護者の多様なニーズに応えて延長保育・休日保育などサービスを充実するため、区立保

育園の委託を拡大します。継続して良好な運営が行われている委託保育園は、事業者の創意

工夫がより発揮できるよう、私立保育園への移管など民営化に取り組みます。 

練馬区公共施設等総合管理計画（平成 29年３月）（抜粋） 

 区立保育園 60園のうち、既に 20園を委託しています。当面、概ね 10年間を目途に 20園

の委託を実施し、それと並行して、委託後の民営化にも取り組み、保護者の多様なニーズに

応える保育サービスを実現します。 
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Ⅲ 事業者の選定等 

１ 事業者の選定方法 

  ⑴ 審査内容 

① 書類審査（経営診断を含む） 

② 区職員で構成する現地調査部会による応募事業者の運営保育園の現地調査 

③ 事業者プレゼンテーション 

    ※ 事業者プレゼンテーションの内容は在園保護者に公開します。 

④ 園長候補者等ヒアリング 

⑤ 選定委員会による応募事業者の運営保育園の視察 

  ⑵ 一次審査 

⑴①について審査を行い、一次審査の基準点（６割）を超えた事業者の中から、１園に

つき５事業者程度を二次審査の対象とします。 

⑶ 二次審査 

一次審査の内容とあわせて、⑴②について審査を行い、最終審査を行う事業者を１園に

つき３事業者程度に選定します。 

⑷ 最終審査 

⑴①～⑤について総合的に審査を行い、事業者を決定します。 

※ 審査は園ごとに行いますが、最終審査において、併願する事業者が両園の審査にて

最高得点であった場合、両園の最終審査結果を総合的に判断し、上位の２事業者を受

託事業者とします。 

  ⑸ 事業者の決定 

事業者は、選定委員会の選定結果に基づき、教育長に報告後、区長が決定します。 

⑹ 再募集 

審査の結果、適切な事業者がないときは再募集します。 

  

 ２ 選定結果の通知 

   選定結果については、最終審査進出事業者に対し９月中に文書により通知する予定です。 

   選定情報の公開については、情報公開基準によるものとします。審査内容、選定理由につ 

  いて、個別の問合せには応じられません。 

 

 ３ 事業者の公表 

   受託予定事業者として決定した法人名については公表します。 

練馬区公共施設等総合管理計画［実施計画］令和６年度～令和 10年度（令和６年３月）（抜粋）  

業務委託後、安定的・継続的に良好な運営が行われ、運営事業者が民営化への意欲を示し

ている場合、民営化の協議を進めます。 

 民営化にあたっては、在園児童への配慮として十分な期間を設けるとともに、保護者説明

会を開催するなど、丁寧に進めます。 

第３期練馬区子ども・子育て支援事業計画 ～子どもたちの笑顔輝くまちプラン～ 

令和７年度～令和 11年度（抜粋）  

【計画の推進体制】（第１章） 

本計画は、各施策の推進や事業の実施に当たり、定期的に実施状況の把握・点検を行い、

その結果を事業や計画の見直しに反映させていきます。 

【保育サービスの充実】（第５章） 

共働き家庭の増加や女性の就業率の上昇とともに、育児休業制度の取得増や期間の長期化

が進んでいます。地域事情等も踏まえながら、区立保育園の０歳児定員を活用した１歳児の

受入れなど、柔軟な定員確保を進めます。 
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Ⅳ 提出書類および必要部数 

● 令和７年５月８日(木)までに提出する書類 

 １ 参加表明に関する書類（書類提出フォームにデータを添付してください） 

   参加表明に関する書類提出用 URL【 https://logoform.jp/f/lQTLo 】 

⑴ 参加表明書【様式１】 

  ⑵ 事業者運営園情報【様式１別紙】 

 ※ 応募園と定員規模が近い０～５歳が在籍している認可保育園と園長候補者が在籍して 

いる園の２園について、記載してください。 

なお、上記条件に該当する園が複数ある場合は、都内または都内近郊の園をお選びく 

ださい。開園からなるべく３年以上経過している園を記載してください。条件に該当す

る園の記載が難しい場合は、お問合せください。 

  ⑶ 職員状況調査表【様式２】 

    【様式１別紙】に記載の２園について提出してください。 

  ⑷ 園長候補者ヒアリング調査票【様式３】 

   ※ 応募時点で別の法人に所属している方を園長候補とすることはできません。 

   ※ 併願する場合でも、園長候補者は１名としてください。 

   

２ 経営診断に関する書類（正本１部 副本１部を郵送で提出してください。） 

 ⑴ 社会福祉法人・ＮＰＯ法人等の場合 

① 法人の登記事項証明書（謄本のコピーでも可） 

② 法人の定款（最新のもの） 

③ 法人の経歴書（法人案内等） 

④ 法人の職員数がわかる書類（直近３年度分） 

⑤ 直近３年度分の決算書 

⑥ 直近３年度分の事業報告書 

⑦ 直近２年度分の予算書 

 ⑵ 株式会社の場合 

① 法人の登記事項証明書（謄本のコピーでも可） 

② 法人の定款（最新のもの） 

③ 法人の経歴書（会社案内等） 

④ 法人の従業員数がわかる書類（直近３年度分） 

⑤ 直近３年度分の決算書類のうち税務申告書類一式（販売費および一般管理費明細およ 

 び勘定科目内訳明細書を含む）またはそれに代わるもの 

⑥ 直近３年度分の決算に係る営業報告書または事業概況書（税務署提出分の写し） 

⑦ 直近３年度分の決算に係るキャッシュフロー計算書 

※ ⑥および⑦は作成している場合に提出 

 

● 令和７年５月 23日(金)までに提出する書類 

  見積書・内訳書（併願する場合は、園ごとに提出すること。） 

   ① 令和９年度分 １年間にかかる人件費明細を含めた経費の見積書および内訳書【様式 

４】 

   ② 令和８年度分 準備委託期間にかかる人件費明細を含めた経費の見積書および内訳書 

【様式５】 

    ※ 参加表明書を提出した事業者に別途お送りする、「概算価格説明資料」を参考に見積 

もってください。 

    ※ 区の指定する方法で、データで提出してください。 
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 ３ 事業提案に関する書類（正本１部 副本８部を郵送または直接持参してください。） 

  ⑴ 法人の資格等に関する書類 

① 法人の履歴書（会社案内等で従業員数のわかるもの） 

   ② 法人の役員・評議員の構成名簿 

   ③ 法人代表者の履歴または、経歴のわかるもの 

   ④ 事業計画書（直近２年度分） 

   ⑤ 給与規定 

   ⑥ 認可保育所就業規則・非常勤就業規則 

   ⑦ 令和６年度認可保育所施設調査書の写し ２園分（【様式１別紙】に記載した園分） 

   ⑧ 保育所指導検査結果 ２園分で直近２回分（【様式１別紙】に記載した園分） 

   ⑨ 福祉サービス第三者評価結果 ２園分で直近２回分（【様式１別紙】に記載した園分） 

 ⑩ 自己評価結果 ２園分（【様式１別紙】に記載した園分） 

  ⑵ 保育園運営に関する基本的事項（※の事項に留意して記載し、提出してください。） 

   ① 保育園運営にあたって、基本となる運営方針や目標 

   ② 保育方針とそれに基づく全体的な計画および指導計画 

   ③ 一日の保育の流れ、一年間の行事計画、食育計画および保健計画 

   ④ 危機管理対策 

    ア 危機管理、食事・衛生等に関するマニュアルや計画の策定状況一覧【様式６】 

    イ 上記一覧のマニュアルや計画のうち、いずれか１点提出してください。 

※ 法人独自で作成しているものを提出してください。 

   ⑤ 健康管理、衛生管理に関する考え方 

   ⑥ 個人情報の管理に関する考え方 

    ※ 職員への周知・徹底 

   ⑦ 障害児保育の理念、発達上の課題が見られる場合、実施内容、職員配置等（経験者 

の人数、経験の内容を含む）の考え方 

 ア 直近３年間の法人の受け入れ実績（現在と過去の入所児童数、障害の内容） 

イ 個別の計画 

   ⑧ 延長保育・休日保育の理念、実施内容 

    ア 環境の整備 

イ 職員配置等の考え方  

ウ 補食および夕食提供の考え方  

   ⑨ 虐待への対応の考え方 

    ※ 法人の対応実績、地域の関係機関との連携、職員による虐待防止策など 

   ⑩ 在園児の保護者支援 

   ⑪ 地域の子育て支援 

   ⑫ 地域の関係機関との関わり方 

   ⑬ 苦情解決に関する考え方 

   ⑭ 保育園運営委員会の関わり方 

   ⑮ 食事の提供に関する考え方 

    ア 離乳食 

イ 食物アレルギー 

ウ 障害・体調不良等の個別対応 

エ 食事環境 

オ 事故防止 

カ 食育の記録 

⑯ 職員配置の考え方 

    ア 採用計画 

イ 資格・経験（実務計画およびクラス担任経験を含む） 

ウ 健康管理 

エ 育児休業制度の取得実績 
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オ 福利厚生  

カ 雇用の継続 

   ⑰ 職員間・職種間の連携の考え方 

⑱ 職員の研修体制（人材育成・新人の育成・キャリアアップ等の取組を含む） 

    ※ 過去２年の職員研修履歴 

   ⑲ 現在運営している認可保育園に関する資料 

    ※ ①～⑱の提出書類と重複する場合は省略が可能です。 

    〇運営園の一覧 

    〇現在運営している認可保育園の資料 ２園分（【様式１別紙】に記載した園分） 

     ア 事業報告書（最新のもの） 

     イ 園のしおり（最新のもの） 

※ しおりに掲載がない場合には、別途園の平面図を提出すること。 

ウ 令和６年度園だより、保健・栄養または給食だより、保護者会だよりなど１か月

分 

エ 献立表（家庭配付用１か月分） 

※ 献立表等、法人で統一（同一）なものは、１園分でも可。その旨を記載した紙 

を綴じ込むこと。 

オ 全体的な計画、各クラスの年間指導計画、中長期計画（最新のもの） 

     カ 重要事項説明書、同意書（保護者からとっている場合） 

     キ 職員の配置状況 

     ク 保護者アンケートの結果（直近のもので、行事等に関わるもの） 

     ケ 保育の環境・保育内容の特色 

     コ 保育参観・参加の取組 

     サ 食事（授乳含む）、午睡、排せつの際の関わりについての実践 

     シ ＩＣＴの導入状況 

   ⑳ 外国籍家庭など、特別な配慮を必要とする家庭への対応の考え方 

⑶ 認可保育所運営業務委託事業に対する考え方 

 ① 受託事業への参加理由（併願する場合は園ごとに提出） 

② 受託後の法人のサポート体制 

  ※ 法人本部と運営園との連携体制について 

  ※ 支部を設けている場合は、支部の役割についても記載してください。（支部が本部お 

よび運営園とどのように連携しているか等） 

  ⑷ リスク管理体制 

怪我や事故（情報セキュリティ事故含む）等、園で起こりうる様々なリスクに対して、 

法人としてどのように園をサポートしていくか。受託後の区との連携方法も含めて具体的 

に記載してください。 

  ⑸ 円滑な引継ぎ業務（準備委託）のための考え方 

区では、在籍園児への影響を最小限に抑え、運営業務委託への円滑な移行が出来るよ 

う、令和８年４月１日から令和９年３月 31日までの１年を準備委託期間とします。 

引継ぎ業務（準備委託）において、特に園児や保護者に対する配慮や準備委託期間の職 

員配置等の考え方について、具体的に提案してください。職員配置については、人数、職 

種別に配置する予定表を勤務シフト案も含めて作成してください。併願する場合は、園ご 

とに提出してください。 

 ⑹ 区政改革計画・練馬区公共施設等総合管理計画（平成 29 年３月）・練馬区公共施設等総 

合管理計画[実施計画]令和６年度～令和 10年度（令和６年３月）・第３期練馬区子ども・子 

育て支援事業計画 ～子どもたちの笑顔輝くまちプラン～（令和７年度～令和 11年度）を踏ま 

えて、以下についての考えを示してください。 

① 保護者の多様なニーズに応える保育サービスの実現について 

② 区の直営園を受託するにあたっての考え 
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③ 将来的な民営化について 

   区では、業務委託後、安定的・継続的に良好な運営が行われ、運営事業者が民営化へ 

  の意欲を示している場合、民営化の協議を進めることとしています。以下のアおよびイ 

を踏まえて民営化への考えを示してください。 

  ア 貴法人のこれまでの公立保育園の民営化および委託の実績 

   ※ 実績がない場合は、イのみお答えください。 

  イ 区の民営化に対する法人の考え 

 

【注意事項】 

 １ 「練馬区立石神井町さくら保育園・東大泉第二保育園運営業務委託事業者応募書類提出一

覧表」（別途配付）に従って、書類を提出してください。 

 

２ 提出書類は、基本的にはＡ４版、両面印刷左綴じでファイリングし、表紙および背表紙に 

応募する園名を記載し、加えて事業者名の記載もお願いします。また、「２ 経営診断に関す

る書類」、「３ 事業提案に関する書類」は表紙および背表紙に記載し、それぞれ別冊でファ

イリングしてください。 

 ※ 「３ 事業提案に関する書類」については、１冊に収まるようにしてください。 

  

３ 両園に併願する場合、書類を園ごとに提出する必要はありません。併願の場合は、背表紙

の園名を「石神井町さくら保育園・東大泉第二保育園」と記載してください。ただし、園ご

とに提出するよう指示のある書類については、２園分をファイルに挟み込んでください。 

 

 ４ 提出書類を綴じ込むファイルは、背幅（厚み）を調節できるものとしてください。 

 

 ５ 正本と副本の記載が異なることのないようにしてください。基本的には副本は正本の写し 

としてください。 

 

 ６ 正本と副本が分かるように、表紙と背表紙に記載してください。なお、副本に通し番号は 

必要ありません。 

 

 ７ 提出の出来ない書類がある場合は、その理由を記載した紙を所定の位置に差し込み提出し 

てください。 

 

 ８ 所定の様式が定められている以下の書類は、様式を用いて作成してください。 

   参加表明書【様式１】、事業者運営園情報【様式１別紙】、職員状況調査表【様式２】、園長

候補者ヒアリング調査票【様式３】、令和９年度見積書【様式４】、令和８年度見積書【様式

５】、マニュアルや計画の策定状況一覧【様式６】、辞退届【様式７】 

 

 ９ 各冊子内において重複する書類がある場合は、重複する箇所に、すでに提出した箇所を記 

載した紙を差し込んでください。 

 

 10 インデックス等を使用し、各項目が分かるように工夫してください。 

  （例）「 ⑵ ⑦ ア 」のように、カタカナの項目まで記載してください。 

 

 11 案内等の印刷物を差し込む場合は、ビニールファイル等を利用するのではなく、２穴パン 

チ等で直接穴をあけ、提出書類と同様に見ることのできるように綴じ込んでください。 

 

12 注意事項をよく読んで書類を作成し、不備や再提出の無いようにしてください。万が一書

類に不備があり、書類提出期限内に再提出が出来ない場合は失格となることがあります。 
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Ⅴ 問合せ・提出先  

練馬区教育委員会事務局こども家庭部保育計画調整課調整担当係 

〒176-8501 東京都練馬区豊玉北六丁目 12番１号（練馬区役所本庁舎 11階） 

ＴＥＬ  ０３－５９８４－４５１２（直通） 

ＦＡＸ  ０３－５９８４－１２２０ 

Ｅ－mail  HOIKUKEIKAKU@city.nerima.tokyo.jp 
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